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１．決算サマリ 全社：

＜事業環境＞

風水力事業では対面市場の一つである石油ガス市場のダウンストリームで
は設備投資が回復しており、一定の投資水準で推移した

半導体市場における設備投資は引き続き低調だが、一部の顧客では設備投
資再開の動きがみられた

＜業績結果＞

受注高：5,522億円(対前期比-233億円）

売上高：5,224億円(同+132億円増)

営業利益：352億円(同+28億円)

親会社株主に帰属する当期純利益：233億円(同+50億円)
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１．決算サマリ セグメント別：

＜受注高＞

環境プラント事業の減少は、前期の受注が例年に比べ高水準なため

精密・電子事業の減少は、半導体設備投資の減速による影響

＜売上高・営業利益＞

風水力事業と環境プラント事業がそれぞれ増収増益となり、精密・電子事

業の落ち込みをカバー
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１．決算サマリ 地域別売上高：

国内外の売上高構成比率は前期とほぼ変化なし

日本：主に環境プラント事業で売上増加

北米・中国：風水力事業で増加

アジア（中国除く）：期初からの半導体設備投資の需要減で減少
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１．決算サマリ 経営指標：

最重要経営指標であるROICは前期を上回るが、E-Plan2019の最終年度であ

る2019年に設定した８％以上の目標達成には届かず
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２．セグメント別 風水力：

受注高：3,316億円（前期比＋53億円）

売上高： 3,231億円（同+141億円）

営業利益：172億円（同+85億円）

ポンプ事業：増収増益

カスタムポンプ事業において中国で石油ガス市場向けの需要が旺盛

国内標準ポンプ事業において業務効率化や価格改定効果などにより増益

コンプレッサ・タービン事業：増収増益

サービス＆サポート事業やクライオポンプ事業が好調で増収増益

冷熱事業：増収増益

中国市場での新製品投入や国内更新需要の着実な取り込みにより増収増益
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２．セグメント別 環境プラント：

受注高：914億円（前期比-155億円）

売上高：695億円（同+66億円）

営業利益：74億円（同+25億円）

＜受注高＞

2018年は大型案件を複数件受注し1,000億円を超える高い受注水準

2019年もDBO案件を3件受注するなど受注高は900億円を超えており、

2年連続で高水準

＜売上高・営業利益＞

延命化工事などオペレーション＆メンテナンスの売上が増加

原価低減が進捗したことなどにより増益
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２．セグメント別 精密・電子：

受注高：1,276億円（前期比-130億円）

売上高：1,282億円（同-74億円）

営業利益：103億円（同-81億円）

＜受注高・売上高＞

年間ではメモリメーカを中心に顧客の投資は低調

第3四半期の後半から一部の顧客で設備投資を再開する動きがみられ、

発注や前倒し納入依頼が増加

＜営業利益＞

減収に加え、CMP事業における案件ミックスにより収益性悪化

開発案件や人件費などが増加したため、減収幅に対して減益幅が拡大
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３．業績見通し 全社：

＜市場環境の認識＞

（世界経済）米中貿易摩擦の問題、不安定な中東情勢など不確実な要素があり
業績への影響が懸念される

（日本経済）社会インフラの老朽化対策が推進される一方で、オリンピック・
パラリンピック需要の反動減による民間設備投資の減速懸念

海外における経済成長や、半導体設備投資の回復兆しもあり市場環境に合わ
せたメリハリのある事業戦略を実行していく

＜業績見通し＞

受注高：5,500億円（前期比-22億円)

売上高：5,260億円（同+35億円）

営業利益：270億円（同-82億円)*

*2020年2月26日に業績予想を修正し、営業利益の見通しを306億円（前期比-46億
円）に変更

＜コロナウィルス感染拡大による影響＞

業績見通し数値にはコロナウィルス感染拡大による影響は織り込んでいない
が、状況が長引けばその影響が懸念される

• 当社の中国拠点は非連結を含め11拠点で、売上規模は全体の約1割程度

（中国拠点：山東省に半数、そのほかは浙江省や江蘇省、上海など）

• 拠点の一部で2/10より部分的に操業を再開しているが、大部分では翌週
以降の操業開始となる見通し
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３．業績見通し セグメント別：

風水力事業：減収減益

国内ポンプ事業においてオリンピック・パラリンピック需要の反動減によ
る影響を反映

筋肉質化に向けた業務改革を進めていくなかでの自動化ラインの構築、
ICT導入などによる先行費用が発生

環境プラント事業：減収減益

EPC案件の工事進捗が谷間を迎えること、新収益認識基準への変更による
減収減益

精密・電子事業：増収、営業利益は横這い

将来拡大する半導体需要の取り込みを確実にするためにドライ真空ポンプ
の自動化工場稼働に向けた準備で先行費用が発生

市場シェアを拡大させるためのサービス&サポート体制の強化
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４．営業利益の増減要因 FY19増益要因（FY19計画比11月13時点）

＜2019年度実績の営業利益上振れ要因＞

営業活動や業務改善による収益性改善効果に加え、顧客事由による出荷の

早期化、一過性や為替の影響などもあり想定以上に利益が積みあがった
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４．営業利益の増減要因 FY20減益→FY21増益要因

＜2020年度業績見通しが減益となる要因＞

新中計での施策等や一過性の減益要因による影響が大きい

（E-Plan施策等 –27億円）

• 標準ポンプ事業の自動化ラインや精密・電子事業の自動化工場稼働に

伴う減価償却費の増加

• 精密・電子事業は自動化工場稼働に付随する初期費用が発生

• 経営基盤の強化を目的とした全社的なERPの導入

• カスタムポンプ事業で受注済み低採算案件への対応 など

（一過性 -45億円）*
• 社会貢献活動による畠山記念文化財団への寄付40億円*の計上 など

*2020年2月26日に業績予想を修正。畠山記念文化財団への2020年12月期の寄
付金を4億円に変更、一過性要因は -45億円 → -9億円 に変更

（外部要因 -10億円）

• 為替（前期比で円高予想）

＜2021年度業績見通しが増益となる要因＞

2021年は2019年を超える利益水準を見込む

• 2020年の一過性の減益要因が解消

• 新中計の施策による効果の表れ

• 半導体市場の回復、海外など成長市場・地域での売上拡大 など
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５．株主還元 株主還元の見通し：

＜2020年度株主還元の見通し＞

1株当たりの年間配当金：60円（予定）

＜株主還元方針の変更＞

今期より従来の連結総還元性向30％以上から連結配当性向35％以上へ

変更
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